
様式第２号（第５条関係） 個人事業主

津山市小規模事業者等物価高騰対策支援金交付申請書兼請求書兼実績報告書

令和４年１１月２５日

津山市長 殿

〒 708-8501

申請者 住 民 票 住 所 津山市山北520

屋号又は店舗名 △△会社

氏 名 山北 太郎 ㊞
（個人印に限る。ｼｬﾁﾊﾀ不可）

津山市小規模事業者等物価高騰対策支援金の交付を受けたいので，津山市小規模事業者等物価高騰対策支援

金交付要綱第５条の規定により，関係書類を添えて以下のとおり申請，請求及び実績の報告をします。

記

１ 交付申請額（請求額）

２ 事業者情報

３ 支援金の振込口座

店舗等の事業所の住所
※市外在住者は市内にある

主な事業所の住所

〒708-8501

津山市山北５２０

交付対象となる

事業所の住所
※複数ある場合は全て記入

津山市山北５２０

△△市○○○１２－３４

日中連絡の取れる電話番号（携帯含む） （ 0868 ） 32 － 2081

主たる業種 小売業
常時使用する

従業員数
５人

金融機関名

銀行 本店

金庫 支店

農業協同組合 営業部

信用組合 出張所

預金種類
☑ 普通

□ 当座

口座番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

（フリガナ） ヤマキタ タロウ

口座名義 山北 太郎

金 額

（訂正不可）

万 千 百 十 円

￥ ５ ０ ０ ０ ０

裏面も必ずご確認下さい

個人事業主 記入例

山
北

津山 山北

□ 個人印に限る
□ シャチハタ不可

□ 交付対象となる各事業所が全て記載されているか
(交付対象としない事業所(領収書等を添付していない事業所)は記載不要)

□ 住民票が市外にある個人事業主は、「市内にある事業所のみ」が対象

□ 記載された各事業所の所在地を証する書類が添付されているか
（確定申告書、営業許可証、ホームページ画面、契約先が発行した書類等）

□ 従業員は２０人以下か

□ 振込口座は申請者名義であり、添付の口座の写しと同じか

□ （様式第３号）計算書の交付申請額と一致しているか
※1,000 円未満切捨て、上限額あり



４ 特別な事由（申請にあたり，特別な事由がある場合に記入）

５ 誓約・同意事項

（１）本申請にあたり，申請内容及び添付書類に虚偽がないことを誓約します。

（２）支援金を受領した後も，事業を継続する意思のもと，本申請をします。

（３）支援金受給後，交付要件に該当しないことが判明した場合は，支援金を返還することを誓約します。

（４）令和５年２月１８日までに申請書の不備が解消できない場合は，申請を取り下げたものとみなされ

ることに同意します。

（５）支給要件の該当性等を審査するため，津山市が必要な税情報等の確認を行うことや必要な資料を他の

行政機関等に求めることに同意します。

（６）津山市暴力団排除条例（平成２３年津山市条例第２１号）第２条第２号に規定する暴力団員及び同条

第３号に規定する暴力団員等に該当しません。

（７）支援金を暴力団の活動に使用しません。

（８）支援金の交付の対象となる事業により暴力団に対し利益を供与することはありません。

（９）津山市の他の物価高騰対策支援を受けておらず、受ける予定もありません。

（１０）国，他の自治体から事業用電気料金及び事業用ガス料金に対する支援を受けておらず，受ける予定

もありません。

（１１）（１），（３），（６），（７），（８），（９）又は（１０）に反する場合は，この申請は却下

され，支援金の交付決定を取り消され，又は交付を受けた支援金を返還することを承諾します。

私は，上記｢５ 誓約・同意事項｣について誓約・同意します。

申請者氏名（自署または記名・捺印） 山北 太郎 ㊞
山
北

□ 個人印に限る
□ シャチハタ不可

□ 「領収書の名義が申請者と異なる場合」など、その理由等をご記入ください。

※記載内容について、内部で審査させていただき、不明点等は改めて確認、補足資料の提出を求める場合がございます。


